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１．東北圏における「コンパクトシティ」の検討の背景 

1.1 持続可能な社会に向けて                     

 人口減少や少子高齢化など刻々と変化する社会経済潮流のなか、社会・環境・経済などのバランス

を保ちながら、より効率的で持続可能な社会を構築していくことが重要となります。 

そのため、都市政策においてはこれまでの右肩上がりの成長を前提とした拡大型のまちづくりを見

直し、コンパクトなまちづくりへの転換が必要となります。 

中小規模の市町村などすべての市町村が取り組むことができる、東北圏の特性に配慮した「東北発

コンパクトシティ」を発信し、実現させていくことが必要です。 

◇全国を上回る速さの人口減少・高齢化 

◇低密度な市街地の拡大 

◇中心市街地の衰退 

◇撤退したバス路線の増加 

◇広範囲に広がる豪雪･特別豪雪地帯 など 

東北圏の現状 

◆公共公益施設等の効率的な整備､維持管理 

◆無秩序な大型小売店舗立地、宅地開発等の抑制

◆中心市街地の活性化 

◆高齢者等を支える公共交通の確保 

◆効率的な除雪による経費の縮減 など 

都市政策上の課題 

持続可能な社会を構築するため 

コンパクトなまちづくりへの転換が必要 

 

 

 

 

 

 

 

一般的な「コンパクトシティ」 
土地利用コントロールにより、市街地拡大の抑制や都市機能の集積などを進め、 

歩いて暮らせるまちづくりを目指す都市 

市市街街地地周周辺辺のの広広大大なな農農地地  

東北圏の特性に配慮した中小規模の市町村でも取り組めるコンパクトなまちづくり

「「東東北北発発ココンンパパククトトシシテティィ」」のの実実現現へへ  

中中小小規規模模のの市市町町村村がが分分散散  

さらに、東北圏の特性にあった都市像 

配慮すべきポイント 

持続可能な社会を構築する都市
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1.2 東北圏でコンパクトシティに取り組む上での視点 

東北圏では、全国を上回る速さで人口減少が進んでいることや、多くの地域が豪雪地帯に指定され

るなどの地域特性を有しています。このような特性を踏まえ、東北圏で「コンパクトシティ」に取り

組むにあたっては“3 つ視点”があげられます。 

 

①全国一の人口減少率 

◆全国を上回る速さで進む人口減少 

◆30 年後の人口減少率は全国一 

③豪雪地帯の暮らし 

◆全国の豪雪地帯に住む人口の約４割（約 1,000

万人）が東北圏に居住 

④低密度に広がる市街地  

◆30 年間でＤＩＤ面積が 1.6 倍と市街地が拡大 

◆一方､ＤＩＤ人口密度は 0.8 倍と低密度化が進行 

◆人口 3～10 万人の中小規模の市町村では、市

街地（ＤＩＤ）外側に人口の約 6 割が居住 

 

⑥公共交通の利用離れ 

◆30 年間でバス輸送人員が 7 割減少 

◆全国を大きく上回るバス輸送人員の減少率 

⑤郊外化が進む公共公益施設 

◆大型小売店、公立病院の約 6 割が郊外に立地 

②少子高齢化の急速な進行 

◆全国を上回る高齢化率 

◆20 年後には 1/3 以上が高齢人口 

◆30 年後には年少人口が 1 割を下回る 

視視点点①①  

  

拡大型のまちづくりから

「コンパクト」で 

質の高いまちづくりへ 

◆人口増加を前提とした拡

大基調の土地利用から、

人口減少社会に適合した

コンパクトな土地利用へ

の見直しが必要。 

 

◆市街地をコンパクトに保

ちながら、誰もが暮らしや

すい環境を目指すことが

必要。 

 

◆高齢化率の高い東北圏

では、都市機能の配置や

移動サービスの確保など

に十分配慮することが必

要。 

東北圏を取り巻く状況 
東北圏でコンパクトシティ

に取り組む上での視点 

※人口集中地区（ＤＩＤ）・・・人口密度が 1 平方キロメートル当たり 4,000 人以上の基本単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接し、それ

らの隣接した地域の人口が国勢調査時に 5,000 人以上を有する地域 
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東
北
圏
を
取
り
巻
く
状
況
と
特
性
を
踏
ま
え
た
都
市
像

①市街地周辺に点在する農業集落 

◆中小規模の市町村では、市街地

（DID）外側に人口の 6 割が居住 

◆全国の集落数の 16％を占める 

◆東北圏の集落の 7 割が市街地

（DID）近郊に点在 

③求心性を有する中小規模の市町村 

◆東北圏は広大な面積を有するが人

口規模の大きい市町村が少ない 

◆東北圏では人口 3～10 万人の中小

規模の市町村が求心性を有している 

②急増する耕作放棄地 

◆30 年間で耕作放棄地が 4 倍に増加 

◆全国の耕作放棄地の約 4 分の 1 の

面積を占める 

視視点点②②  
都市の周辺に広がる農山漁村

地域への配慮 

視視点点③③  
中小規模の市町村が分散する 

地域構造への配慮 

東北圏の特性 

◆東北圏は農山漁村地域で暮

らす人が多いことから、特に

市街地と集落の連携強化によ

るまちづくりが必要。 

◆農業や地域経済の衰退が耕

作放棄地を増やし、市街地拡

大の圧力となることから、都市

と農山漁村地域が連携して農

地を有効に利用していくことが

必要。 

◆東北圏では中小規模の市町

村の役割が大きいが、厳しい

財政状況下では市町村単独

で高次の都市機能を担うこと

が難しいため、近隣市町村と

の協力関係が必要。 

「「
東東
北北
発発
ココ
ンン
パパ
クク
トト
シシ
テテ
ィィ
」」  

④厳しい自治体財政 

◆中小規模の市町村ほど厳しい財政 

状況にある 

東北圏でコンパクトシティ

に取り組む上での視点 
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・それぞれの市町村が、これまでの低密度な市街地の拡大や公共公益施設の郊外化等を見直し、人

口減少の進行等を踏まえたコンパクトなまちづくりに取り組むことが必要です。 

・東北圏の特性を踏まえた土地利用コントロールや公共交通の利用促進などにより、快適で住みよ

いまちづくりを展開していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視点１ 拡大型のまちづくりから「コンパクト」で質の高いまちづくりへ 

①全国一の人口減少率 
◆全国を上回る速さで人口減少が進んでいる。 

◆平成 52 年(30 年間)までの人口減少率は全国一である。 

②少子高齢化の急速な進行 
◆少子化の進行により、平成４2 年には年少人口が１割を下回ると予想されている。 

◆全国を上回る高齢化の進行により、平成３７年には３人に１人が６５歳以上となると予想されている。 

 

③豪雪地帯での暮らし 
◆東北圏には全国の豪雪・特別豪雪地帯に住む

人口の約４割を占める約 800 万人が居住し

ている。 

東北圏人口の推移 

（資料：平成 22 年国勢調査、人口問題研究所）

東北圏高齢人口(65 歳以上)の推移 

（資料：平成 22 年国勢調査、人口問題研究所）

豪雪・特別豪雪地帯の人口 

（資料：国土数値情報（H22 豪雪地帯統計情報））

＊豪雪・特別豪雪地帯：国土数値情報（H22 年豪雪地帯統計情報）
より集計 

＊人口：国土数値情報（H22 年国勢調査） 
＊面積：国土数値情報のシェープデータにおける面積 

人口増減率の推移 

（資料：平成 22 年国勢調査、人口問題研究所）

東北圏年少人口(14 歳以下）の推移 

（資料：平成 22 年国勢調査、人口問題研究所）
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⑤郊外化が進む公共公益施設 
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④低密度に広がる市街地 

⑥公共交通の利用離れ 

 

バス輸送人員の推移 

（資料：平成 23 年版 地域交通年報） 

◆昭和50年から平成22年までの35年間でDID

面積が 1.6 倍、DID 人口密度が 0.8 倍となり低

密度に市街地が拡大している。 

◆人口 3～10 万人の中小規模の市町村では、

DID 外に人口の約 3 分の 2 が居住している。

東北圏 DID 人口密度･面積の推移 

（資料：国勢調査各年版） 

東北圏の人口規模別 DID 外人口割合推移 

（資料：国勢調査各年版） 

＊DID を有する市町村のみで集計 

＊調査当時の市町村単位で集計 

東北圏の公立病院の立地状況（H22 年） 

（資料：国土数値情報（医療機関、人口集中地区）

◆大型小売店（店舗面積＞1000 ㎡）の約 7 割

が郊外に立地している。 

◆公立病院の約６割が、DID 外に立地している。 

 

◆昭和 50 年から平成 22 年までの 35 年間で、

バス輸送人員が 7 割減少し、全国の 5 割を大

幅に上回る。 

＊平成 22年 DID を有する市町村のみで集計 

＊公立病院：国土数値情報（H22 医療機関データ） 

＊人口集中地区：国土数値情報（H22 国勢調査） 
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東北圏の大規模店舗の立地状況 

（資料：平成 26 年全国大型小売店総覧）
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・東北圏では、都市の周辺に広がる農山漁村地域に多くの人が暮らしていることから、都市と農山

漁村地域を一体的に捉え、相互の連携により共生を図っていくことが必要です。 

・東北圏は農業を基幹産業としている地域が多く、全国の米の生産基地として重要な役割を担って

います。しかし、農業就業者の不足や高齢化等により耕作放棄地が増大しており、農地を含めた

土地利用コントロールが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視点 2 都市の周辺に広がる農山漁村地域への配慮 

①市街地周辺に点在する農業集落 

DID まで 30 分で移動できる集落数の割合 

（資料：2010 農林業センサス） 

②急増する耕作放棄地 

 

 

生産品目別農業産出額割合 

（資料：平成 24 年農林水産統計） 

◆東北圏の耕作放棄地の面積は 35 年間で 4 倍に

増加し、全国の 24％を占める。 
◆東北圏の農業は米作に特化し、全国の米の生

産額の約 3 割を占める。 

東北圏の耕作放棄地の推移 

（資料：農林業センサス各年版） 

耕作放棄地割合 

（資料：2010 農林業センサス） 

◆東北圏の集落の約７割が、DID まで 30 分で移動で

きる距離にあり、市街地近郊に分布している。 

◆東北圏の集落数は全国の 16％を占めており、

九州圏に次いで多い。 

集落の圏域別割合 

（資料：2010 農林業センサス） 
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・東北圏は広大な面積を有していますが、10 万人以上の規模の大きい市町村は少なく、3～10 万

人程度の中小規模の市町村が多く分布しています。 

・厳しい財政状況が続くなか、市町村単独で高次の都市機能を担うことは難しいため、市町村間が

連携してまちづくりに取り組むことが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②厳しい自治体財政 

◆東北圏の財政力指数は全国一

位の愛知県と比較すると大幅

に低く、全国平均を上回るのは

宮城県（全国 17 位）のみであ

る。 
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視点 3 中小規模の市町村が分散する地域構造への配慮 

①求心性を有する中小規模の市町村 

◆東北圏は人口規模の大きい市町村が少なく、人口３～10 万人の中小規模の

市町村が地域の中心的な役割を担っている。 

買物流動（買回り品流出率 30%以上の流動） 

（資料：消費購買動向調査） 
人口規模別市町村数割合 

（資料：平成22年国勢調査） 

東北圏の都道府県別の財政力指数 

（資料：平成 24 年度都道府県決算状況調（総務省）） 

＊調査時期：平成 15年度（岩手県・山形県・福島県）、平成 16年度（秋

田県・新潟県）、平成 17年度（宮城県）、平成 18年度（青森県） 
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28%

25%

34%
24%

87%

65%

34%

49% 51%

41%

54%

66%

56%
66%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

北
海
道

東
北
圏

首
都
圏

北
陸
圏

中
部
圏

近
畿
圏

中
国
圏

四
国
圏

九
州
圏

沖
縄
県

3万人未満

3～10万人

10万人以上
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２２．．東東北北発発ココンンパパククトトシシテティィ  
 

「東北発コンパクトシティ」は、持続可能な社会を構築するため、東北圏の特性を踏まえた都市

像であり、東北圏のすべての市町村が目指すことが求められます。 

東北発コンパクトシティの考え方は、東北圏に広く分布する中小規模の市町村が取り組むことを

想定したものですが、県庁所在地のような規模の大きい市町村でも十分活用できるものです。 

 

 

都市の周辺に広がる農山漁村地域との有機的な共生を図り、 

近隣市町村と都市機能を補完しあうコンパクトシティ(都市像) 

●それぞれの市町村が、東北圏の伝統文化や地域性豊かな景観などを活かしながら、市街地の

計画的な土地利用のコントロールと適正な都市機能の配置により、魅力的かつ利便性の高い空

間を創出する。 
・ 中心部では、快適な移動の確保に合わせて、段階的に都市機能の強化を進め、多様な生活ニ

ーズに対応できる都市空間の形成を図る。 

・ 郊外部では、市街地の無秩序な拡散を抑制するとともに、土地や建物を有効に活用しながら、

ゆとりある居住空間への再生を図る。 

都市と農山漁村地域の連携 

近隣市町村間の連携 

個々の市町村におけるコンパクトなまちづくり 基本方針１ 

基本方針 2 

基本方針 3 

●都市と農山漁村地域の相互において土地利用の整合を図り、水・緑豊かな環境に囲まれた市

街地を形成する。 
・ 豊かな自然や農地を担う農山漁村地域の集落を支えるため、市街地と集落を結ぶ交通ネット

ワークの強化や経済循環の活性化を図る。 

・ 農山漁村地域の固有の行事や祭り、グリーンツーリズムなどによる交流を深め、多様な主体

の参画により優良な農地や自然の保全及び有効活用を図る。 

●基礎的な都市機能を強化しつつ、より高次な都市機能については近隣市町村と補完し合うこと

で、効率的にサービスを提供する。 
・ 近隣市町村間における都市機能の分担・連携を促進するため、広域的な土地利用と交通ネッ

トワークの構築を図る。 

都市と農山漁村 

地域の連携 
近隣市町村間の連携 

個々の市町村におけるコンパクトなまちづくり 

基本方針１ 

東北発コンパクトシティの考え方 

基本方針 2 基本方針 3

※都市機能・・・文化、教育、保健・医療・福祉、商業・業務などのサービス

を提供する機能や居住機能のこと 
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基本方針 1：個々の市町村におけるコンパクトなまちづくり 

 

基本方針 2：都市と農山漁村地域の連携 

 

基本方針 3：近隣市町村間の連携 

 

Ａ市

Ａ市

Ｃ町 Ｂ市 

都市（市街地）

農山漁村地域 

集落

※市町村によっては市街地が複数ある場合もあります。

※市町村によっては農山漁村地域がない場合もあります。

※中小規模の市町村を想定（ただし考え方は大都市でも活用可能）

 

 
 

   

 

 
 

   

凡 例 

 市街地 

 集落 

 農地 

 広域幹線道路 

 幹線道路 

 市町村道 

 鉄道 

・集落の協働による地域づ

くりや交通手段の確保等に

より生活環境の保全や生

活利便性の確保を図る 

・公共公益施設の計画的

な誘導や既存ストックの有

効活用などを行い、中心市

街地の活性化を図る 
・街なかに住みよい環境

を創出し、多様な世代の

居住ニーズに対応したサ

ービスの提供を図る 

・雪にも強い快適な

移動を確保し、歩い

て暮らせるまちの形

成を図る 

･病院や運動施設などの

都市機能を市町村間で

相互に補完し、効率的な

サービスの提供を図る 

・都市住民や企業等との

連携、交流により新たな

担い手を確保し、農地の

保全及び利活用を図る 

Ｂ市 

Ａ市

Ｃ町 

基本方針１ 

基本方針 2 

基本方針 3 

・適正な土地利用コント

ロールにより市街地拡散

を抑制し、秩序ある市街

地の形成を図る 

概念図 

イメージ図 


